事　務　執　行　概　要
環境保全課
企画推進グループ

１　総務事務について

　　室の一般庶務事項を掌るとともに、室内の諸給与、室の物品購入事務、室業務の連絡調整等に関する事務を行い事務事業の適正な執行に努めた。

２　企画調整について

　　議会対応、府への要望対応、条例等の改正、各種照会等に関し、室内、関係他課及び関係機関との調整等を行い、その円滑な処理に努めた。

環境計画グループ

１　大気汚染防止実施計画の推進

｢大阪21世紀の新環境総合計画｣(平成23年３月)及び「大阪府自動車NOx･PM総量削減計画」（平成25年６月）に掲げた大気汚染に係る環境保全目標を維持達成するため、次の諸事業を総合的に実施した。

(1) 大気汚染防止対策

「大阪21世紀の環境総合計画」に基づき、大気汚染物質に係る環境保全目標を維持・達成するため、微小粒子状物質（PM2.5）や光化学オキシダント等について、常時監視データにより府域の実態を把握するとともに、地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所と連携して、PM2.5の構成成分の分析結果等を用いた解析による発生源寄与割合の推計などを行った。

(2) 光化学スモッグの緊急時対策

大気汚染防止法及び生活環境の保全等に関する条例に基づき、光化学スモッグ予報等の発令が行われた場合に備え、次の対策を講じた。

NOXに係る緊急時対象工場（151工場・事業場※）に対しては、予め光化学スモッグ注意報等の発令時における原燃料の使用量、排出ガス量又は窒素酸化物排出量の減少計画を提出させ、緊急時の減少措置についての指導を行った。

また、VOCに係る緊急時対象工場（64工場・事業場）に対して、光化学スモッグ発令時等に削減対策や排出抑制の徹底を求め、実施対応について対策状況調査を行った。

	NOXに係る緊急時対象工場

（151工場・事業場※）
	措置の内容

	特別対象工場（12工場）

重油換算原燃料使用量

40ｋｌ／時以上
	発令時における原燃料の使用量、排出ガス量又は窒素酸化物排出量を右のとおり減少する
	予報

注意報
	通常時の20％以上

	
	
	警報

重大緊急警報
	通常時の40%以上

	一般対象工場（139工場・
事業場）

重油換算原燃料使用量

２ｋｌ／時以上

40ｋｌ／時未満
	同上
	注意報

警報
	通常時の20％以上

	
	
	重大緊急警報
	通常時の40%以上


※緊急時の措置等の適用が除外される９工場・事業場を除く。
大気汚染防止計画推進事業費（旅費、消耗需用費、役務費、使用料及び賃借料）　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	242
	242

	
	決算額
	0
	0
	0
	137
	137

	３０
	予算額
	0
	0
	0
	211
	211

	
	決算額
	0
	0
	0
	114
	114

	元
	予算額
	0
	0
	0
	160
	160

	
	決算額
	0
	0
	0
	95
	95


根拠法令：大気汚染防止法

２　酸性雨モニタリング（土壌・植生）調査の実施
　　平成24年度から環境省より受託しており、令和元年度は、府域２地点（法道寺所有林（堺市）及び天野山府営林（河内長野市））での樹木衰退度調査及び土壌モニタリングを受託し、現地調査等を地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所に委託した。

調査期間：令和元年６月12日～令和２年２月20日

委 託 先：地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所　(委託料127,315円)

酸性雨モニタリング土壌植生調査事業（調査に係る旅費、消耗需用費、役務費及び委託料）　（千円）

	年　度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	1,336
	0
	0
	0
	1,336

	
	決算額
	1,074
	0
	0
	0
	1,074

	３０
	予算額
	154
	0
	0
	0
	154

	
	決算額
	133
	0
	0
	0
	133

	元
	予算額
	167
	0
	0
	0
	167

	
	決算額
	158
	0
	0
	0
	158


３　水質総量削減計画の推進

大阪湾の水質改善を図るため、化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る発生汚濁負荷量の削減を目的とした水質汚濁防止法及び瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく第８次総量削減計画を平成29年６月に策定し、その進捗状況の把握等のため、水質関連調査を、次のとおり実施した。

（1）発生負荷量管理等調査

　　総量削減計画の進捗状況の把握及び負荷量削減対策の検討に資するため、府域におけるCOD等の発生負荷量算定基礎情報を発生源別に調査した。

（2）栄養塩類等削減対策調査

総量削減計画に基づく対策を推進するため、大阪湾湾奥部の高閉鎖性海域(７地点)における栄養塩類等の滞留状況の調査（①）と、泉大津旧港（３地点）における栄養塩類等と生物の生息状況の調査（②）を実施した。
① 業 務 名：令和元年度栄養塩類等分析業務委託（単価契約）
調査期間：令和元年６月10日～令和２年１月31日

委 託 先：一般財団法人関西環境管理技術センター（委託料289,520円）

　     ② 業 務 名：泉大津旧港栄養塩類等実態調査分析業務委託
調査期間：令和元年12月９日～令和２年３月16日
　　　　　委 託 先：いであ株式会社大阪支社（委託料891,000円）
水質汚濁防止計画推進事業費※（旅費、消耗需用費、委託料、使用料及び賃借料）　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	1,046
	1,046

	
	決算額
	0
	0
	0
	712
	712

	３０
	予算額
	0
	0
	0
	1,716
	1,716

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,399
	1,399

	元
	予算額
	0
	0
	0
	1,806
	1,806

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,339
	1,339


根拠法令：瀬戸内海環境保全特別措置法、水質汚濁防止法
※４及び５の事業費を含み、６及び７並びに８の事業費を除く

４　瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画の推進

平成27年２月に変更された国の「瀬戸内海環境保全基本計画」に基づき、平成28年10月に変更した「瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画」を推進するため、大阪湾の湾奥部における課題を解決するための具体的な施策の検討を進めることを目的とした栄養塩類の実態調査※を行った。
また、これまでの調査検討結果を踏まえて、環境改善モデル設備等を試験的に設置する「豊かな大阪湾」環境改善モデル事業を実施するとともに、府民の大阪湾への愛着を高め、環境配慮行動を促進するため、大阪湾の魅力スポットをめぐるエコツアーを実施した。

※調査内容は３（２）のとおり
	年　度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	元
	予算額
	0
	0
	4,500
	0
	4,500

	
	決算額
	0
	0
	3,642
	0
	3,642


５　水質汚濁防止に係る対策の実施

水質汚濁防止法第16条第１項に基づく公共用水域及び地下水の水質測定計画について、令和２年１月の府環境審議会の答申を踏まえ、令和２年度の測定計画を作成した。また、令和元年12月の府環境審議会で大阪府海岸漂着物等対策推進地域計画の改定に向けて、同計画のあり方について諮問し、令和２年１月の水質部会において議論を開始した。
６　自然海浜保全地区の指定及び環境整備等

府内に残されている貴重な自然海浜を保全し、その適切な利用を図るため、大阪府自然海浜保全地区条例第５条第１項の規定により、昭和58年11月21日に岬町の長松自然海浜保全地区及び小島自然海浜保全地区を指定している。

この自然海浜保全地区の良好な環境の保持と府民の利用環境の整備等を図るため、現地確認及び水質調査（年２回）を行うとともに、小島自然海浜保全地区の落石注意標識の補修を行った。また、岬町が同地区で行う清掃について、補助金を交付した。
補助金交付先：泉南郡岬町　(1,175,000円)

自然海浜保全事業（旅費、看板作成の委託料及び清掃活動への補助金）　　　　　　　　　（千円）

	年　度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	1,249
	1,249

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,244
	1,244

	３０
	予算額
	0
	0
	0
	1,249
	1,249

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,247
	1,247

	元
	予算額
	0
	0
	0
	1,309
	1,309

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,300
	1,300


根拠法令：瀬戸内海環境保全特別措置法、大阪府自然海浜保全地区条例

７　海岸漂着物等対策事業の推進※
　海岸漂着物処理推進法に基づき、平成29年３月に大阪府海岸漂着物等対策推進地域計画を策定し、関係者の役割分担・相互協力のもとで大阪湾の海岸漂着物等の回収・処理や啓発活動に取り組んでいる。
国の海岸漂着物処理推進事業（国庫補助事業）を活用し、市町村等が行う海岸漂着物等の回収・処理や発生抑制の取組みに対して、補助金を交付した。
補助金交付先：大阪市　(6,538,000円)、泉大津市　（323,000円）
	年　度
	
	財　源　内　訳
	合計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	元
	予算額
	14,191
	0
	0
	0
	14,191

	
	決算額
	6,861
	0
	0
	0
	6,861


根拠法令：海岸漂着物処理推進法

※水産課実施事業費を除く
８　各種協議会等への参画

　　大阪湾等閉鎖性海域の水質保全を目的とした各種協議会に参画し、大阪湾及び瀬戸内海の水質保全対策に係る関係機関との連携と協議会等が行う事業の推進を図った。

・（公社）瀬戸内海環境保全協会
負担金　　840,000円

・瀬戸内海環境保全知事･市長会議　　負担金　　225,000円

・大阪湾環境保全協議会

負担金　　150,000円

各種協議会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	
	（公社）瀬戸内海環境保全協会
	瀬戸内海環境保全知事･市長会議
	大阪湾環境保全

協議会
	合計

	２９
	840
	225
	150
	1,215

	３０
	840
	225
	150
	1,215

	元
	840
	225
	150
	1,215


９　大阪湾大規模油等流出事故対策

大阪湾で大規模な油等汚染事件が発生した際、迅速に適切な対応が行えるよう、関係機関との「大阪湾における大規模油等流出事故等の環境保全に係る通報連絡体制」（夜間、休日含む。）を整備した。

根拠法令等：瀬戸内海環境保全特別措置法、「油等汚染事件への準備及び対応のための国家的な緊急時計画」閣議決定（平成18年12月）

10　ダイオキシン類汚染対策の推進

　　ダイオキシン類対策特別措置法に基づく常時監視の結果、環境基準を超過した平野川、恩智川、三箇牧水路において、地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所及び関係市と連携し、汚染原因の究明のための追跡調査を実施した。

根拠法令：ダイオキシン類対策特別措置法

環境審査グループ

１　環境影響評価制度の運営等
　　規模が大きく環境影響の程度が著しいものとなるおそれのある事業について、環境の保全について適正な配慮がなされることを確保するため、「環境影響評価法」及び「大阪府環境影響評価条例」に基づき審査等の手続きを実施した。

　　また、「環境影響評価及び事後調査に関する技術指針」を改定し、大気質にかかる調査項目の追加及び他の法改正に伴う文言修正等を行った。

　　令和元年度における審査等の手続きの概要は次のとおりである。

　　○環境影響評価法等に基づく手続き
（法対象事業）
　　　　・北陸新幹線（敦賀・新大阪間）事業【配慮書】
　　　　　　Ｒ１．５．31　　事業者から送付
　　　　　　Ｒ１．６．17　　第一回環境影響評価審査会（諮問）
　　　　　　Ｒ１．７．26　　第二回環境影響評価審査会（答申）

　　　　　　Ｒ１．８．１　　知事意見申述
　　　　・北陸新幹線（敦賀・新大阪間）事業【方法書】
Ｒ１．11．26　　事業者から送付
　　　　　　Ｒ１．12．16　　第三回環境影響評価審査会（諮問）
　　　　　　Ｒ２．３．27　　第四回環境影響評価審査会（答申）

　　　　　　Ｒ２．３．31　　知事意見申述

    ○事後調査報告書等について縦覧に供したもの

(要綱対象事業)

　  ・大阪湾圏域広域処理場整備事業(泉大津市)

（条例対象事業） 

・大阪外環状線（新大阪～都島）鉄道建設事業

・よみうり文化センター（千里中央）再整備事業

・東部大阪都市計画ごみ焼却場四條畷市交野市ごみ処理施設整備事業

（法対象事業）

· 大阪港新島地区埋立事業及び大阪沖埋立処分場建設事業

２　大阪湾圏域広域処理場整備事業に係る大阪府域環境保全協議会の運営

（1）大阪湾圏域広域処理場整備事業(フェニックス事業)に係る大阪府域環境保全協議会の概要

　　　　目　　的　　府域におけるフェニックス事業の実施に関し、地域住民の生活環境の保全を図る 

　　　　設置時期　　平成元年７月

　　　　業務内容　　・事業者（大阪湾広域臨海環境整備センター）が立案する環境監視計画等環境監視方法に関する指導

　　　　　　　　　　・事業者が行った環境監視の結果に関する評価

　　　　　　　　　　・事業者が立案する環境保全対策に関する指導

　　　　対象施設　　　府域におけるフェニックス事業に係る埋立処分場及び積出基地

　　　　構成員　　　大阪府、大阪市、堺市及び泉大津市等の環境部局等で構成

　（2）活動状況

　　（会議開催状況等）

    　Ｒ１.６.６  大阪沖処分場の現地視察を実施した。

Ｒ１.６.７  泉大津沖処分場の現地視察を実施した。

Ｒ１.９.12  事業者がとりまとめた泉大津沖処分場、大阪沖処分場に関する事後調査結果（平成30年度）を公開した。

    　Ｒ１.10.８  大阪湾圏域広域処理場整備事業に係る大阪府域環境保全協議会を開催し、事業者が行った環境監視結果（平成30年度）の内容を評価した協議会報告書(案)について検討を行った。

Ｒ１.10.31　協議会報告書（平成30年度）を公開した｡

３　大阪府産業廃棄物処理施設等の設置等に係る生活環境影響評価審議会の運営
　　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく産業廃棄物処理施設の設置、変更時に事業者が実施する生活環境影響調査及び「土壌汚染対策法」に基づく汚染土壌処理施設の設置、変更に係る事前協議に関する事項について、専門的知識を有する者の意見を聴くため、大阪府産業廃棄物処理施設等の設置等に係る生活環境影響評価審議会（平成24年11月１日設置）を運営している。

令和元年度の審議会の開催はなかった。

申請件数　　　 平成29年度　　０件

               平成30年度　　０件

　　　　　　　 令和元年度　　 ０件

審議会の開催　 平成29年度　　０回
平成30年度　　０回
　　　　　　　 令和元年度　　 ０回

４　大阪府公害審査会について

大阪府公害審査会は、知事の附属機関として、公害に係る紛争についての調停を行った。

(1)　公害審査会議の開催

令和元年度は、２回の公害審査会議を開催した。

(2)　調停委員会の開催

公害審査会は、調停委員会を設置して事件の処理にあたっている。

令和元年度の調停委員会の活動状況は、前年度からの繰越しの事件４件及び当年度に受け付けた９件の計13件の事件について、調停の手続きを進め８件が終結した。

	番号
	事　　　件　　　名
	手 続 回 数
	結　果
	終結日付

	１（繰越）
	平成６年(調)第５号(淀川左岸線等道路公害)事件
	５回（延べ84回）
	係　属
	－

	２（繰越）
	平成30年(調)第４号(守口市保育園騒音被害)事件
	２回
	取下
	Ｒ１.７．２

	３（繰越）
	平成30年(調)第５号(大阪市エコジョーズ騒音等被害)事件
	－
	取下
	Ｈ31.４.26

	４（繰越）
	平成30年(調)第７号(東大阪市金属製品製造工場騒音被害)事件
	５回
	成立
	Ｒ１.12.17

	５
	平成31年（調）第１号（吹田市家庭用燃料電池ｺｼﾞｪﾈ騒音等被害）事件
	４回
	係属
	－

	６
	平成31年（調）第２号（和泉市家庭用ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝｺｼﾞｪﾈ騒音等被害）事件
	３回
	成立
	Ｒ１.９.25

	７
	令和元年（調）第１号（堺市水産物加工工場騒音振動被害）事件
	５回
	打切
	Ｒ２.２.17

	８
	令和元年（調）第２号（和泉市家庭用ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝｺｼﾞｪﾈ騒音等被害）事件
	１回
	取下
	Ｒ１.９.25

	９
	令和元年（調）第３号（八尾市解体・ｽｸﾗｯﾌﾟ工場騒音振動被害）事件
	１回
	取下
	Ｒ１.12.20

	10
	令和元年（調）第４号（吹田市地下水汚染対策措置継続請求）事件
	５回
	係属
	－

	11
	令和元年（調）第５号（堺市金属加工工場騒音被害）事件
	１回
	取下
	Ｒ２.２.26

	12
	令和元年（調）第６号（摂津市エアコン室外機騒音被害）事件
	１回
	係属
	－

	13
	令和２年（調）第１号（八尾市工場振動被害）事件
	－
	係属
	－

	根拠法令：公害紛争処理法


５　公害苦情調査

公害等調整委員会から依頼を受けた公害苦情調査（平成30年度）を、関係他課及び府内43市町村を対象に実施した。

　　　　　　　　　公害苦情件数　　5,063件（うち新規受理件数　4,389件）

根拠法令：公害等調整委員会設置法

６　公害防止事務費交付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　大阪府生活環境の保全等に関する条例等に基づく事務の処理に伴う経費として、府内43市町村に対して交付金を交付した。

（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	54,851
	54,851

	
	決算額
	0
	0
	0
	53,859
	53,859

	３０
	予算額
	0
	0
	0
	53,852
	53,852

	
	決算額
	0
	0
	0
	53,845
	53,845

	元
	予算額
	0
	0
	0
	53,852
	53,852

	
	決算額
	0
	0
	0
	53,633
	53,633


根拠法令等： 大気汚染防止法、水質汚濁防止法、悪臭防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法

　　　　　　 大阪府生活環境の保全等に関する条例、大阪版地方分権推進制度実施要綱

　　　　　　　　　瀬戸内海環境保全特別措置法

７　大阪版権限移譲事務費交付金

　　大阪版地方分権推進制度実施要綱に基づく事務移譲（大気、ダイオキシン、水質、指定物質、土壌汚染、騒音、振動、騒音環境基準、PRTR、悪臭、特定工場及び深夜営業に係るもの）に伴う財源措置として、26市９町１村に交付金を交付した。

（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	44,742
	44,742

	
	決算額
	0
	0
	0
	38,775
	38,775

	３０
	予算額
	0
	0
	0
	55,224
	55,224

	
	決算額
	0
	0
	0
	48,617
	48,617

	元
	予算額
	0
	0
	0
	89,459
	89,459

	
	決算額
	0
	0
	0
	70,951
	70,951


（注）平成30年度までの金額に事業所指導課計上分は含まない。

根拠法令等： 大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法、水質汚濁防止法、悪臭防止法

瀬戸内海環境保全特別措置法、土壌汚染対策法、騒音規制法、振動規制法
環境基本法

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律

大阪府生活環境の保全等に関する条例、大阪版地方分権推進制度実施要綱

　　　　　　　　　瀬戸内海環境保全特別措置法
環境監視グループ
１　大気汚染の常時監視

大気環境常時監視システムにより、大気汚染防止法第20条及び第22条から第24条までの規定により、大気汚染状況の常時監視、緊急時措置、公表を行うほか、大気汚染防止対策に資するため、大気汚染状況の把握及び解析を行った。大気環境常時監視システムの構成は、下図のとおりである。

大気環境常時監視システムの構成（令和２年３月31日現在）


　












（1）大気汚染状況の常時監視

環境大気の汚染状況を常時監視するため、大阪府所管27測定局（国設２局を含む。）及び市所管65測定局（大阪市25局、堺市15局、豊中市３局、吹田市４局、高槻市４局、枚方市５局、八尾市４局、東大阪市３局、寝屋川市１局、高石市１局）における測定データ（速報値）を府市間の協定に基づきオンライン収集した。

これらのオンライン収集データは、オキシダント緊急時措置（光化学スモッグ発令業務）などの速報性を要する業務に活用した。

（2）広域大気汚染状況の常時監視

広域的な大気汚染状況を把握するため、兵庫県との測定データ交換を、「広域大気汚染緊急時対策実施要綱」等に基づき実施し、緊急時措置等に活用した。

   　　（送信） 大 阪 府 →　兵 庫 県   92測定局
       （受信） 兵 庫 県 →　大 阪 府   91測定局

（3）大阪府地域大気汚染常時監視測定データファイルの運営

府内の大気汚染状況をより的確に把握するため、市所管測定局の測定データ（確定値）をオフラインで定期的に収集し、常時監視システム内に構築した「大阪府地域大気汚染常時監視測定データファイル」に府所管測定局のデータとともに収録した。収録したデータは、各種集計及び統計処理を行い、大気環境保全対策の基礎資料として活用した。

　　　○　収録総局数 104局（府所管27局､17市所管77局）

（4）大気汚染状況に関する情報発信

　　　ウェブページ「大阪府大気汚染常時監視のページ」からインターネットを通じて、府内の大気汚染測定局の測定データ（速報値）、光化学スモッグ発令状況、微小粒子状物質(PM2.5)に係る注意喚起状況、過去の常時監視結果等を公表するとともに、環境省大気汚染物質広域監視システム（そらまめ君）に測定データ（速報値）を提供し、大気汚染状況に関する情報発信に努めた。

（5）大気環境常時監視システムの整備運用

大気環境常時監視システムによる監視業務を適正に実施するため、システムの維持管理、機能向上に努めた。

　　　○　大気環境常時監視システム機器の賃貸借

　　　　・賃借期間：平成29年３月１日～平成34年２月28日（長期継続契約）

　　　　　賃借料：50,382,200 円（令和元年度：10,076,400 円）

　　　　　契約先：富士通リース株式会社　関西支店

　　　○　大気環境常時監視システム機器（テレメータ子局装置等）一式の再賃貸借

　　　　・賃借期間：平成29年３月１日～令和４年２月28日（長期継続契約）

　　　　　賃借料：6,864,900 円（令和元年度：1,373,400 円）

　　　　　契約先：芙蓉総合リース株式会社　大阪支店

　　　○　大気環境常時監視テレメータシステムソフトウェアe-sys4及びテレメータ子局装置DATAC-9の保守・運用業務

　　　　・履行期間：平成31年４月１日～令和２年３月31日

　　　　　委託料：3,652,506 円

　　　　　契約先：環境計測株式会社　大阪事業所
　　　○　令和元年度大気環境常時監視システム機能維持に係るソフトウェア更新業務（第１回）

　　　　・履行期間：令和元年11月13日～令和２年１月31日

　　　　　委託料：931,700 円

　　　　　契約先：環境計測株式会社　大阪事業所

　　　○　令和元年度大気環境常時監視システム機能維持に係るソフトウェア更新業務（第２回）

　　　　・履行期間：令和２年１月23日～令和２年３月18日

委託料：2,133,230 円

　　　　　契約先：環境計測株式会社　大阪事業所

　　　○　アメダス時間値提供業務

　　　　・履行期間：平成31年４月１日～令和２年３月31日

　　　　　委託料：990,000円

　　　　　契約先：いであ株式会社　大阪支店

　（6）大気汚染測定機器の維持管理

大気汚染測定局における測定データを適正に入手するため、測定機器の維持管理及びデータ処理を行った。

　　　○　大気汚染常時監視測定局の保守管理等業務の委託

　　　　・委託期間：平成30年７月１日～令和２年12月31日(長期継続)

                   　契約金額：147,679,991 円
　　　　　　　　　　のうち、平成31年４月１日～令和２年３月31日の委託分
委託金:58,423,994円

（国設大気環境測定所保守管理業務3,764,537 円、国設四條畷自動車環境測定所保守管理業務3,225,593 円及び微小粒子状物質計保守管理業務7,230,333 円を含む。）

　　　　　           委 託 先：環境計測株式会社　大阪事業所

（7）機器の整備等

　　　○  測定値の精度維持を図るため、老朽化した測定機器等を更新した。

・浮遊粒子状物質計　　 ６台（池田市立南畑会館局、府立修徳学院局、三日市公民館局、
藤井寺市役所局、佐野中学校局、泉大津市役所局）

・炭化水素計　　　　　 １台（岸和田中央公園局)

・窒素酸化物計　　　　 ３台（高石中学校局、池田市立南畑会館局、岸和田中央公園局）

・オキシダント計　　　 １台（佐野中学校局）
・微小粒子状物質計　　 ９台（池田市立南畑会館局、大東市役所局、府立修徳学院局、
貝塚市消防署局、富田林市役所局、三日市公民館局、
淀川工科高校局、松原北小学校局、外環河内長野局）
　　　・微小粒子状物質自動採取装置　　 １台

　　　○  気象測定器のうち、検定期間を過ぎた微風向風速計を更新した。

・微風向風速計（賃借）　４台（島本町役場局、大東市役所局、南海団地局、末広公園局）

（8）国設大気環境測定所の管理

国設大気環境測定所について、前年度に引き続き測定機器の管理運営委託事業を環境省から受託し、以下のような管理運営を行うとともに、光化学スモッグ予報・注意報等発令判断のためのデータとして利用した。

　　  ○　国設大気環境測定所（大阪合同庁舎２号館別館内）では、二酸化窒素などの大気汚染物質のほか、気象項目など合わせて14項目の測定を行った。
　　　　・受託期間：平成31年４月１日～令和２年３月31日

　　　　　受託金額：5,163,066 円

　　　　　受託先：環境省

　　  ○　測定機器の保守点検業務の一部を、(6) のとおり委託して実施した。

（9）国設四條畷自動車交通環境測定所の管理

国設四條畷自動車交通環境測定所について、前年度に引き続き測定機器の管理運営委託事業を環境省から受託し、以下のような管理運営を行った。

　　  ○　国設四條畷自動車交通環境測定所では、二酸化窒素などの大気汚染物質のほか、交通量など合わせて12項目の測定を行った。

　　　　・受託期間：平成31年４月１日～令和２年３月31日

　　　　　受託金額：4,573,499 円

　　　　　受託先：環境省

　　  ○　測定機器の保守点検業務の一部を、(6) のとおり委託して実施した。

（10）微小粒子状物質監視（PM2.5）
大気中の微小粒子状物質の常時監視を行うとともに、原因物質の排出状況、大気中の挙動や二次生成機構の解明等を行うため、２地点で重量濃度、無機元素29項目、イオン成分９項目、炭素成分３項目について成分分析を行った。

　  　○　成分分析調査

試料採取は、株式会社兵庫分析センターに委託し、分析は地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所が運営交付金に基づく業務として行った。

委託期間：平成31年４月18日～令和２年２月28日

委託金額：3,423,200 円

　   　委 託 先：株式会社兵庫分析センター

○　PM2.5の注意喚起

　　　国の暫定指針値（日平均値70μg/m3）に基づく注意喚起はなかった。
（11）有害大気汚染物質等モニタリング

府内６か所の大気汚染常時測定局において、ベンゼン等有害大気汚染物質（21物質）の調査を毎月行った。試料採取を下記業者に委託し、分析は地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所が運営交付金に基づく業務として行った。
・試料採取委託

委託期間：平成31年４月15日～令和２年３月27日

委託金額：6,446,000 円

委 託 先：一般財団法人 関西環境管理技術センター 

（12）大阪府大気汚染測定局アスベスト大気汚染調査及び石綿環境モニタリング調査

　　　大阪府所管の大気汚染測定局舎内の天井等に石綿（アスベスト）を使用している測定局の局舎内外において、大気中の石綿（アスベスト）の濃度を測定した。

　　　また、老朽化した建築物の解体時の飛散等により大気中の濃度が高くなることが懸念される石綿（アスベスト）について、大気中濃度を経年的に監視し、対策に資するため、府内４か所において３日間調査を実施した。

委託期間：令和元年10月11日～令和２年１月24日

委託金額：477,400 円

委 託 先：(株)エルエフ関西
　（13）予算

大気汚染常時監視費（準義務）

オキシダント一次基準器

光化学スモッグ対策費
国設測定網管理費

国設自動車排ガス局管理費

微小粒子状物質監視費

有害大気汚染物質モニタリング事業費

石綿環境モニタリング事業費

工事関係業務費
大気汚染自動測定機整備事業費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	9,309
	0
	0
	131,882
	141,191

	
	決算額
	9,231
	0
	0
	128,699
	137,930

	３０
	予算額
	10,042
	0
	0
	121,546
	131,588

	
	決算額
	9,164
	0
	0
	118,004
	127,168

	元
	予算額
	9,926
	　　　　0
	　　　　0
	145,601
	155,527

	
	決算額
	9,737
	0
	0
	139,184
	148,921


　　根拠法令：大気汚染防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例

２　大気汚染緊急時措置
大気汚染防止法第23条並びに大阪府生活環境の保全等に関する条例第45条及び第46条に規定する緊急時措置について、大阪府大気汚染緊急時対策実施要綱に基づくオキシダント緊急時（光化学スモッグ）対策実施要領により発令、通報業務を実施した。

過去５年間の発令状況等は次のとおりである。

（1）光化学スモッグ予報等の発令

	        区分
 年度
	予　報
	注意報
	警　報
	重大緊急
警　　報
	被 害 の
訴 え 数

	２７
	12
	11
	０
	０
	０件　０人

	２８
	９
	７
	０
	０
	０件　０人

	２９
	２
	１
	０
	０
	０件　０人

	３０
	９
	５
	０
	０
	０件　０人

	元
	５
	５
	０
	０
	０件　０人


　（2）その他の発令

硫黄酸化物、二酸化窒素、浮遊粒子状物質、一酸化炭素の注意報等の発令はなかった。

３　水環境モニタリング

（1）公共用水域及び地下水の水質常時監視

「平成31年度公共用水域及び地下水の水質測定計画」に基づき、近畿地方整備局及び政令市と連携して府内の公共用水域及び地下水の水質測定を行った。　

また、大阪府環境審議会の答申を受けて「2020年度公共用水域及び地下水の水質測定計画」を作成した。
1 公共用水域常時監視

　　　府内の河川及び海域の水質・底質を関係機関と連携して監視した。

　　　ア　水質測定地点

　　　　河　川：57地点（環境基準点42地点で毎月、準基準点15地点で年４回）

　　　　海　域：大阪湾海域（環境基準点15地点で毎月）

　　　イ　底質測定地点

　　　　河　川：11地点（環境基準点11地点で年１回）

　　　　海　域：大阪湾海域（環境基準点4地点、準基準点１地点で年２回）

　　　　調査期間：平成31年４月～令和２年３月

　　　　委 託 先：一般財団法人関西環境管理技術センター　(17,626,866 円)（大和川以北河川）
　　　　　　　　　株式会社総合水研究所　　　　　　　　　(18,150,000 円)（泉州諸河川）
　　　　　　　　　いであ株式会社　大阪支社　　　　　　　(20,130,000 円)（海域）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※海域分については、広域総合水質調査事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に係る試料分析等委託費（別掲）を含む。

　　公共用水域常時監視費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	46,539
	46,539

	
	決算額
	0
	0
	0
	46,489
	46,489

	３０
	予算額
	0
	0
	0
	52,432
	52,432

	
	決算額
	0
	0
	0
	52,053
	52,053

	元
	予算額
	0
	0
	0
	54,976
	54,976

	
	決算額
	0
	0
	0
	54,515
	54,515


根拠法令：水質汚濁防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例

2 　地下水質常時監視

　　　府内の地下水の有害物質による汚染状況を監視するため、関係機関と連携して概況調査（※ローリング方式）を年１回、継続監視調査を年２回行った。

　　　また、平成30年度までの調査等で有害物質を検出した地区について、汚染井戸周辺地区調査を実施した。また、継続監視を終了できるか判断するため、当該地区の周辺で継続監視終了調査を実施した。

　　　※地域をメッシュ等に分割し、測定地点が偏在しないように毎年度調査区域を選定して順次調査する方式
　　　ア　概況調査（ローリング方式）

　　　　調査地点：22地点

　　　　分析項目：環境基準項目28項目及びpH

　　　　調査期間：令和元年９～10月

　　　イ　継続監視調査

　　　　調査地点：48地点

　　　　分析項目：鉛、砒素、総水銀、揮発性有機化合物､硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素、ほう素、1,4-ジオキサン及びpH

　　　　調査期間：令和元年10～11月、令和２年１月

　　　ウ　汚染井戸周辺地区調査等　

調査地点：22地点

分析項目：砒素、揮発性有機化合物、硝酸性窒素、亜硝酸性窒素、主要イオン濃度及びpH
    　　調査期間：平成31年４月～令和２年３月

　　　　　※ウについての事務は化学物質対策グループで実施
委 託 先：エスク株式会社　　　　(3,300,000 円)（地下水質常時監視）
エスク株式会社　　　　(　251,792 円)（汚染井戸周辺地区調査）

地下水質常時監視費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	3,706
	3,706

	
	決算額
	0
	0
	0
	3,452
	3,452

	３０
	予算額
	0
	0
	0
	4,270
	4,270

	
	決算額
	0
	0
	0
	3,260
	3,260

	元
	予算額
	0
	0
	0
	4,325
	4,325

	
	決算額
	0
	0
	0
	3,614
	3,614


根拠法令：水質汚濁防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例

（2）国庫委託に係る事業（広域総合水質調査）

　　 環境省からの委託を受け、瀬戸内海の水質汚濁防止対策に資するため、関係府県とともに、広域的かつ統一的に大阪湾の水質汚濁及び富栄養化の実態調査を行った。

調査地点：水質７地点（年４回）、底質２地点（年２回）

調査項目：pH、COD、全窒素、全りん、マクロベントス等

調査期間：令和元年５月～令和２年２月

試料分析等委託先：いであ株式会社 大阪支社 　　　(1,423,400 円)

広域総合水質調査事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	1,399
	0
	0
	0
	1,399

	
	決算額
	1,398
	0
	0
	0
	1,398

	３０
	予算額
	1,399
	0
	0
	0
	1,399

	
	決算額
	1,398
	0
	0
	0
	1,398

	元
	予算額
	1,425
	0
	0
	0
	1,425

	
	決算額
	1,424
	0
	0
	0
	1,424


根拠法令：水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法

４　ダイオキシン類常時監視   

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、府内の汚染状況について把握するため、ダイオキシン類の常時監視を行った。

　（1）大気

　　府内10地点において年２回、一般環境大気中のダイオキシン類の測定を行った。

　　　調査期間：令和元年８月、令和２年１月

　　　委 託 先：株式会社日本総合科学　大阪支所　 (2,420,000 円)

　（2）河川
　　府内河川21地点において水質年２回、底質年１回のダイオキシン類の測定を行った。

　　　調査期間：令和元年７～８月、令和元年10～11月
　　　委 託 先：株式会社日本総合科学　大阪支所　 (5,720,000 円) 
　（3）海域

　　海域５地点において水質、底質各年１回のダイオキシン類の測定を行った。

　　　調査期間：令和元年12月

　　　委 託 先：株式会社日本総合科学　大阪支所　 (1,287,000 円*)
　　　　　　　　　　(*化学物質環境実態調査に係る試料採取業務:115,880 円含む)
　（4）地下水質・土壌

　　府内地下水質10地点及び土壌10地点において年１回、ダイオキシン類の測定を行った。

　　　調査期間：令和元年11月

　　　委 託 先：株式会社 日本総合科学　大阪支所　(1,771,000 円)

ダイオキシン類常時監視事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年度
	
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	15,966
	15,966

	
	決算額
	0
	0
	0
	15,841
	15,841

	３０
	予算額
	0
	0
	0
	11,299
	11,299

	
	決算額
	0
	0
	0
	11,275
	11,275

	元
	予算額
	0
	0
	0
	11,161
	11,161

	
	決算額
	0
	0
	0
	11,152
	11,152


根拠法令：ダイオキシン類対策特別措置法

自動車環境推進グループ

１　大阪府自動車NOX･PM総量削減計画の推進

自動車から排出される窒素酸化物（NOx）及び粒子状物質（PM）の総量を削減し、二酸化窒素（NO2）及び浮遊粒子状物質（SPM）の環境基準を達成するため、平成25年６月に策定した「大阪府自動車NOx・PM総量削減計画」〔第３次〕に基づく事業を行った。

○ 総量削減計画の進行管理

総量削減計画の的確な進行管理及び自動車から排出されるNOx 及びPMの削減対策を推進するため、環境省から委託を受け、平成30年度における大阪府内の自動車交通量、走行量、自動車排出ガス量や各種対策の削減効果量の算定及び信号交差点におけるNOx の簡易測定調査を行った。

学識経験者や関係行政機関で構成する「大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会」において、平成29年度における自動車環境施策の進捗状況の把握を行った。

1 会議の開催状況

・大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画進行管理検討部会

　（令和元年９月13日）平成29年度施策の進捗状況の把握

・大阪府自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会幹事会

　（令和元年10月23日）平成29年度施策の進捗状況の把握

②　委託事業

・総量削減計画（自動車NOX ･PM）進行管理調査業務
委託期間：令和元年７月25日～令和２年３月９日

委託金額：1,628,000円

委 託 先：ソシオエンジニアリング（株）

・信号交差点における窒素酸化物簡易測定業務
委託期間：令和元年８月１日～令和２年３月９日

委託金額：968,000円 

委 託 先：東レテクノ（株）

・二酸化窒素濃度等測定調査業務
委託期間：平成31年４月12日～令和２年３月19日

委託金額：2,728,000円

委 託 先：環境計測（株）

（委託料）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年　度
	
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	3,240
	0
	0
	4,506
	7,746

	
	決算額
	3,240
	0
	0
	3,969
	7,209

	３０
	予算額
	2,484
	0
	0
	2,132
	4,616

	
	決算額
	2,484
	0
	0
	1,318
	3,802

	元
	予算額
	2,596
	0
	0
	3,507
	6,103

	
	決算額
	2,596
	O
	0
	2,728
	5,324


根拠法令：自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（自動車NOx・PM法）

２　大阪自動車環境対策推進会議の運営

自動車公害対策や地球温暖化対策を推進するため、大阪府、大阪市、堺市、大阪府警察本部、近畿運輸局等の行政機関及び経済団体等で構成する「大阪自動車環境対策推進会議」において、府民に対する啓発、事業者を対象としたセミナー等の開催、おおさか交通エコチャレンジ推進運動などの活動を行った。

(1)　会議の開催状況

総会（令和元年６月14日）
・平成30年度活動報告及び令和元年度活動計画の審議等
(2)　活動状況

1 啓　発

市町村の環境イベント等において、エコドライブシミュレーターを使った啓発を行ったほか、事業者を対象としたエコドライブセミナー、実車講習会の開催、イベントなどでリーフレット・ポスター等を配布・掲示することにより、エコドライブの実践やエコカーの使用等について啓発を行った。

2 おおさか交通エコチャレンジ推進運動　

自ら率先して、「公共交通機関利用の推進」、「エコカー使用等の推進」、「エコドライブの推進」といった環境に配慮した自動車利用を実践している府内事業者を「おおさか交通エコチャレンジ宣言事業者」として登録した。また、すぐれた取組みを行った事業者をホームページで紹介した。

	年度
	登録事業者数

	２９
	71

	３０
	72

	元
	76


３　エコカーの普及推進

電気自動車やハイブリッド自動車等のエコカーの普及を図るため、大阪府、大阪市、堺市、近畿運輸局等の行政機関及び自動車メーカー、関連団体等で構成する「大阪エコカー協働普及サポートネット」において、自動車メーカーやエコカー普及に取り組む事業者など関係機関との協働により、展示イベント等の啓発活動やエコカーの率先導入など、エコカー普及に向けた取組みを行った。

○エコカーの率先導入や普及啓発の取組み

サポートネット構成員が自らエコカーの率先導入に取り組むことで、エコカーの普及促進に努めた。また、府民や事業者に周知を図るため、いきいき八尾環境フェスティバル、いばらき環境フェア等のイベントにおいて、エコカー展示会・試乗会を実施した。

府公用車へのエコカー導入状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：台）

	年度
	電　気・プラグインハイブリッド
	天然ガス
	ハイブリッド
	燃料電池
	クリーンディーゼル・

超低燃費車
	計

	２９
	４
	26
	213
	０
	282
	525

	３０
	３
	16
	221
	１
	275
	516

	元
	３
	14
	212
	１
	319
	549


４　天然ガススタンド及び水素ステーションにおける共同事業

大阪ガス（株）との共同事業により、燃料供給施設の安全性の理解促進と天然ガス自動車及び燃料電池自動車の普及促進を図った。

北大阪流通業務団地充填所

設置時期：天然ガススタンド　平成８年４月

水素ステーション　平成27年４月

設置場所：茨木市宮島２－４－８

敷地面積：1731.34㎡　

事業内容：①燃料電池自動車等の展示会の開催　22回

　　　　②現地見学会等の開催　２回
５　エコドライブの推進

(1)　講習会等の実施
「エコドライブ」への取組みを促進するため、府内市町村や事業者等を対象にエコドライブシミュレーターの貸出や講習会を実施した。

1 エコドライブシミュレーター貸出（対象者：市町村、事業者）
	年度
	貸出回数
	参加者数

	２９
	11
	348

	３０
	15
	671

	元
	17
	616


2 エコドライブ講習会（対象者：府･市町村職員、事業者）
	年度
	開催回数
	参加者数

	２９
	10
	330

	３０
	10
	307

	元
	12
	296


(2)　安全運転管理者講習会でのリーフレット配布

（一財）大阪府交通安全協会が実施する安全運転管理者等法定講習を受講する事業者にエコドライブ等の自動車環境対策の取組みを促すためのリーフレットを配布した。
	年度
	配布枚数

	２９
	18,194

	３０
	18,385

	元
	17,614


６　流入車対策の推進

(1)　流入車規制

府内37市町の対策地域(能勢町、豊能町、太子町、河南町、千早赤阪村、岬町は対策地域外)において、車種規制適合車等の使用を推進した。
(2)　立入検査・指導

流入車規制の実効性を高めるため、事業用自動車（緑ナンバー）と比較して非適合車の割合が高い自家用自動車（白ナンバー）の対策を強化し、対象自動車が集中する施設等において計画的に立入検査や指導を実施するとともに、通報があった事案についても立入検査や指導を行った。

○立入検査実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：台）

	年度
	検査回数
	検査台数
	検査結果

	
	
	
	非適合車
	非適合車率

	２９
	73
	6,672
	53
	0.8％

	３０
	53
	7,056
	15
	0.2％

	元
	44
	7,521
	8
	0.1％


７　法･条例等に基づく事業者に対する指導等

(1)　自動車使用管理計画書・実績報告書

自動車NOx･PM法に基づき、30台以上の自動車（白ナンバー）を使用する特定事業者に対し、低公害車の導入や車両走行量の削減に取り組むための管理計画書（計画期間：５年毎）や毎年度の実績報告書の提出を求め、その取組みについて指導・助言した。

○特定事業者数　　　　（単位：社）

	年度
	事業者数

	２９
	504

	３０
	501

	元
	492


根拠法令：自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（自動車NOx･PM法）
(2)　温暖化防止のための対策計画書・実績報告書
大阪府温暖化の防止等に関する条例に基づき、自動車100台以上（タクシー事業者は250台以上）を使用する特定事業者に対し、低燃費車の導入や公共交通機関利用促進等による温室効果ガスの排出抑制等に取り組むための対策計画書（計画期間：３年毎）や毎年度の実績報告書の提出を求め、その取組みについて指導･助言した。

○特定事業者数　　　　 （単位：社）

	年度
	事業者数

	２９
	120

	３０
	120

	元
	110


根拠法令：大阪府温暖化の防止等に関する条例

(3)　アイドリングの規制

大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき、駐車時におけるアイドリングの停止について、啓発ポスター・リーフレットの配布等を通じて、その周知及び遵守の徹底を図った。

根拠法令：大阪府生活環境の保全等に関する条例

(4)　グリーン配送の届出等

本庁、出先機関及び警察本部で購入する物品を業者が納品するときには、原則として低公害車などを使用する「グリーン配送」を実施しており、その届出や変更届を受け付けた。

○大阪府グリーン配送適合車届出台数累計

（単位:台）

	年度
	累計

	２９
	10,969

	３０
	11,216

	元
	11,384


根拠法令等：大阪府グリーン配送実施要綱
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